
公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　事業の概要 特別会計名： 橋本市水道事業

注１　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合

　　は、「団体名」欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載すること。

２　財政指標等 平成１８年度数値

財政力指数※

実質公債費比率※ （％）

経常収支比率※   （％）

注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値を記入すること。

　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を

　記載し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも

　のを記載すること。（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力1.0

　以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記載すること。）

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　ものに限る。）をいう。

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

基 本 方 針

区　　分

紀の川上流に建設している大滝ダムを主な水源とし、安定した取水量
により、安全でかつ安心して飲める「おいしい水」として水道水を供
給する。将来の人口傾向を踏まえ、節水型社会への傾向を勘案し、か
つ、ライフラインとしての機能を果たすため、さらなる向上を図り、
次世代にふさわしい施設として必要な更新を行っていく。

橋本市水道事業経営健全化計画

平成19年度から23年度まで

橋本市上水道事業集中改革プラン(平成18年度から平成22年度）に準拠する。

計画策定責任者 橋本市水道事業管理者　橋本市長　木下　善之

公表の方法等
平成19年12月議会の総務委員会で説明報告し、平成19年度末までに橋
本市ホームページ等で公表する。

35橋本市

別添２

16.0(H19)0

0

利益剰余金又は積立金（百万円）

127（H18) 5,221

昭和29年12月1日 地方公営企業法の適用・非適用

末端給水事業(上水道事業）

□適　用　 □非適用

不良債務     （百万円）

資本費

事　　業　　名

事業開始年月日

公営企業債現在高（百万円）

883

0.537(H18)

既存計画との関係

〔合併期日：平成１８年３月１日　合併前市町村：橋本市、高野口町〕  橋本市は紀の川表流
水、高野口町は浅井戸を水源とし、水道料金も異なっています。そのため、水道事業会計は統
一しましたが、二事業が存続しています。事業統合については、合併後三年をめどに計画して
います。

内　　　容

計 画 名

計 画 期 間

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　□　該当なし

　３　□にレを付けた上で内容を記載すること。

職員数※  (H19. 4. 1現在)団　　体　　名※

構成団体名

累積欠損金   （百万円） 39

資金不足比率    （％）

98.7(H18)

v

v



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

38,425〃        57002 38,425

4,518

〃        59001 68,968 68,968

〃        58003 4,518

39,086

〃        57014 13,720 13,720

〃        58002 39,086

35,385

〃        53001 82,726 82,726

〃        01006 35,385

48,076

〃        58001 1,564 1,564

〃        57001 48,076

〃        61001 13,780

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

水道事業債 0518公
営
企
業
債

〃        0377

※

上

記

の

う

ち

一

般

会

計

負

担

分

(

再

掲

)

合　　　計　　　　 (B)

事業債名

合　　　計　　　　 (A)

※

上

記

の

う

ち

一

般

会

計

負

担

分

(

再

掲

)

公

営

企

業

債

〃        0340

7,044 7,653 32,516 47,213

7,044 7,044

32,516

7,653 7,653

32,516

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

577,662

158,513

35,944

42,660

8,077

816,762

158,513

35,944

13,780

65,099

8,077

42,660

143,333 95,767

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

〃        56005

〃　      03007

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

〃        56003

合　　　計　　　　 (B)

水道事業債　54013

〃         55001

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高) 合　　計

公営企業で負担するもの (A)-(B) 143,333 95,767 577,662

公営企業で負担するもの (A)-(B)

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

816,762

合　　計

旧 資 金 運 用 部 資 金
78 95 578繰上償還希望額

繰上償還希望額

751

12 22 91 125

繰上償還希望額

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

48公営企業金融公庫資金 8 8 33

旧簡易生命保険資金

60,005

〃        60001 35,762 35,762

〃        02001 60,005

64,454〃        03001 64,454



注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
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担
分

(

再
掲

)

47,213

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B) 7,044 7,653 32,516



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 水道料金の適正化・統一化

課 題 ② 定員管理の適正化

課 題 ③ 民間的経営の導入

課 題 ④ 収益性の向上

課 題 ⑤ 施設効率を利用した事業の展開

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記載すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　載すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

経 営 課 題

内　　　　容

　橋本市は、関西主要都市の通勤圏内にあり、大規模住宅開発成功を目
指し、ライフラインとしての重要な水道事業の拡張を実施してきてい
る。市の特徴として中山間地域で起伏が激しい地形であり、50ヶ所を超
える配水池やポンプ場を有し維持管理費に多大な経費を必要としていま
す。近年住宅開発の鈍化傾向にあり、また節水型社会に変わってきてお
り、給水収益の横ばいがここ数年続いています。
　今後、旧橋本市と旧高野口町の合併による相乗効果を期待しつつ、省
力化、効率化、透明性の確保等により健全経営を目指し、「安全でおい
しい水」の安定供給を目指し、紀北地域の北の玄関口にふさわしい水道
事業を展開していきたい。

　橋本市は、東西に流れる紀の川中流域の河岸段丘に形成された古くか
らの歴史のある都市であり、北は急峻な和泉山系と南は紀伊山系に囲ま
れている。主な水源を大滝ダムに依存しているため、水道事業の経営に
おいて重くのしかかっています。

最大稼働率は４８％（紀の川市　47.6 海南市　67.3）で水量に充分余
力があり、当市の最重点課題である企業誘致に取り組み、業務営業用水
の収益の向上に努めていく。

　総収支比率が96.6%（平成18年3月31日現在）（紀の川市　121.7 海南市　113.9）で
あり、実質的には、収益で費用をまかなっていない状態である。今後、有収率85.2％
（紀の川市　76.7 海南市　78.1）の更なる向上を目指し、収益改善を最重要課題とと
らえて、段階的にかつ効果的に改善策を実施していく。具体的には、定期的継続的に
漏水調査を行います。また老朽管の定期的更新を図ります。

　住民へさらなるサービスを実施するために、費用対効果を勘案し、か
つ、経営の合理化の一環として、民間の経営手法を随時、取り入れてい
く。

　橋本市上水道事業集中改革プランに基づいて、省力化を最大の施策と
しており、事務事業などを見直しすることにより、可能な限り減員を進
めていく。

　現在、橋本市は、橋本水道事業と高野口水道事業の２つの事業があ

る。橋本水道は、10m
3
当たり1,780円であり、一方、高野口水道は、

1,470円であるが、平成21年4月に統一する。



Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． (A) 1,447 1,399 1,416 1,383 1,411 1,392 1,393 1,417 1,418 1,419

(1) 1,353 1,327 1,331 1,335 1,321 1,322 1,323 1,347 1,348 1,349

(2) (B) 4 5 9 4

(3) 90 67 76 44 90 70 70 70 70 70

２． 19 27 32 18 12 8 15 8 8 8

(1) 13 19 19 12 8 6 6 6 6 6

13 19 19 12 8 6 6 6 6 6

(2) 6 8 13 6 4 2 9 2 2 2

(C) 1,466 1,426 1,448 1,401 1,423 1,400 1,408 1,425 1,426 1,427

１． 1,248 1,235 1,275 1,229 1,197 1,279 1,243 1,249 1,254 1,260

(1) 297 277 235 209 174 167 160 160 160 160

155 142 119 104 85 84 81 81 81 81

142 135 116 105 89 83 79 79 79 79

(2) 268 261 295 267 261 351 316 316 316 316

107 105 106 102 105 114 110 110 110 110

45 38 43 32 29 48 43 43 43 43

6 5 6 6 11 17 13 13 13 13

110 113 140 127 116 172 150 150 150 150

(3) 683 697 745 753 762 761 767 773 778 784

２． 299 267 249 222 198 176 112 99 87 84

(1) 298 267 246 222 198 176 112 99 87 84

(2) 1 3

(D) 1,547 1,502 1,524 1,451 1,395 1,455 1,355 1,348 1,341 1,344

(C)-(D) (E) -81 -76 -76 -50 28 -55 53 77 85 83

(F) 8 12

(G) 1 2 2 1 3 13 1 1 1 1

(F)-(G) (H) -1 6 -2 -1 9 -13 -1 -1 -1 -1

-82 -70 -78 -51 37 -68 52 76 84 82

(I) -721 -791 -869 -920 -883 -951 -899 -823 -739 -657

(J) 2,287 1,747 1,685 1,729 2,025 2,027 2,029 2,031 2,033 2,035

816 723 235 519 361 361 362 362 362 363

(K) 249 406 351 254 305 306 306 306 307 307

162 281 204 47 109 109 109 109 109 110

(L)
( I )

(A)-(B)
(L)

(A)-(B)

(M)

(A)-(B) (N) 1443 1394 1407 1379 1411 1430 1393 1417 1418 1419

経 費

支 払 利 息

そ の 他

う ち 未 収 金

特 別 利 益

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

動 力 費

修 繕 費

）×100

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収 入 計

不 良 債 務 比 率 （

支 出 計

そ の 他 補 助 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

退 職 手 当

そ の 他

営 業 費 用

職 員 給 与 費

特 別 損 益

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

経 常 損 益

そ の 他

う ち 未 払 金

基 本 給

材 料 費

そ の 他

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

累 積 欠 損 金 比 率 （

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

流 動 資 産

流 動 負 債

-63 -65 -58 -52 -46-68-62 -67

）

-50 -57

×100

((M)／(N)×100)資 金 不 足 比 率



（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． 342 764 375 264 42 53 42 42 42 42

２． 178 61 116 83 64 163 72 72 72 72

３．

４． 7 7 7 7 9 9 9 9 9 9

５．

６． 159 57 61 42 53 42 42 42 42

７．

８． 523 638 83 155 65 103

９． 166 116 64 132 90 125 120 120 120 120

(A) 1,375 1,586 702 702 312 506 285 285 285 285

(B)

(A)-(B) (C) 1,375 1,586 702 702 312 506 285 285 285 285

１． 1,870 2,381 817 681 385 847 626 626 626 626

58 63 60 60 60 60 59 59 59 59

２． 557 585 574 552 488 422 261 174 169 169

３．

４．

５．

(D) 2,427 2,966 1,391 1,233 873 1,269 887 800 795 795

 (D)-(C) (E) 1,052 1,380 689 531 561 763 602 515 510 510

１． 1,021 1,219 670 511 557 743 582 495 490 490

２．

３．

４． 31 47 19 20 4 20 20 20 20 20

(F) 1,052 1,380 689 531 561 763 602 515 510 510

39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

5,974 6,154 5,955 5,668 5,221 4,242 3,920 3,702 3,575 3,448

5,537 5,582 5,489 5,239 4,890 3,936 3,639 3,440 3,329 3,215

437 572 466 429 331 306 281 262 246 233

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

13 12 19 13 12 11 10 9 8 7

11 10 9 7 6 5 4 3 2 2

2 2 10 6 6 6 6 6 6 5

185 25 79 89 73 172 81 81 81 81

183 23 77 87 71 170 79 79 78 78

2 2 2 2 2 2 2 2 3 3

うち料金収入に計上すべき繰入等

(E)-(F)補 て ん 財 源 不 足 額

積 立 金 現 在 高

う ち そ の 他 に 係 る も の

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

建 設 改 良 費
資

本

的

支

出
計

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

計

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

他 会 計 借 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 負 担 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

（単位：百万円）

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

そ の 他

そ の 他

純 計



（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） (決算見込)

資金不足比率 (％) (再掲)

料金回収率※ (％) 88.4 89.2 88.4 92.0 95.1 91.0 96.3 100.0 100.0 100.0

総収支比率（法適用） (％) 94.8 94.9 95.0 96.5 102.6 97.5 101.9 103.7 103.8 103.1

経常収支比率（法適用） (％) 94.8 94.5 95.1 96.6 102.0 98.4 103.0 106.0 106.0 106.0

営業収支比率（法適用） (％) 115.6 112.9 110.4 112.2 117.9 111.2 112.0 113.0 113.0 112.0

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲) 50.0 56.8 61.8 66.7 62.6 64.3 63.0 57.0 51.0 45.0

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲)

(％) 0.9 1.1 1.7 0.9 0.8 0.8 0.7 0.6 0.6 0.5

うち基準内繰入金 (％) 0.8 0.9 0.8 0.5 0.4 0.4 0.3 0.2 0.2 0.1

うち基準外繰入金 (％) 0.0 0.2 0.9 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

(％) 13.5 1.6 11.3 12.7 23.4 34.0 28.4 28.4 28.4 28.4

うち基準内繰入金 (％) 13.3 1.5 11.0 12.4 22.8 33.6 27.7 27.7 27.4 27.4

うち基準外繰入金 (％) 0.0 0.0 0.0 0.3 0.6 0.4 0.7 0.7 1.1 1.1
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

(単位：％)

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）

繰
入
金
比
率

資本的収入分

収益的収入分



（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

大滝ダム建設費の繰入、消火栓設置費用の繰入を求める。

平成２４年度まで大滝ダム負担金が必要。

橋本市集中改革プラン(上水道事業）に準じていく。

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み 平成２１年４月に統一する。旧橋本市の料金設定に統一する。

４　その他収支見通し策定に当たって前提
　としたもの

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等による
　収入の見込み



Ⅳ　経営健全化に関する施策

◇　技能労務職員に相当する職種に
従事する職員等の給与のあり方

◇　退職時特昇等退職手当のあり方

◇　福利厚生事業のあり方

２　物件費の削減、指定管理者制度の活用等
民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　維持管理費等の縮減その他経営効率
化に向けた取組

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
推進やＰＦＩの活用

項　　　　目

物件費の削減及び指定管理者制度の活用等民間委託の推進については、可能な限り指標の設定するなど、改革をより一層進めるための見直し
を行っていく。

具　体　的　内　容

今後も一層の職員数の削減を図るため定員適正化計画の見直しの検討を行うとともに、人件費総額の削減を図るため、給与等のあり方につい
ても引き続き見直しの検討をしたいと考えている。

１　行革推進法を上回る職員数の純減や人件
費の総額の削減

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

指定管理者制度については、現行「橋本市公の施設の指定管理者制度に係る運用指針」をもとに、新たに「橋本市指定管理者制度運用指針」を
作成し、従来の指定管理者制度導入に至るまでの作業マニュアルはもとより、当該制度導入後におけるモニタリングの実施など、新たな項目を追
加し、より一層の経営の合理化と健全性の確保に努める。

課題③　取水施設の定期清掃や山間部僻地の水質毎日検査の委託を行い、施設管理部門の民間委託を拡大し、経費の削減を図る。また個人
に委託している検針業務も順次民間委託へ変更しています。将来は集金、徴収、閉開栓業務の民間委託の検討をしています。特に検針業務で
は入札により価格が安価となっています。平成１４年度は６２円、１８年度は５３．５５円と推移しています。

課題②　平成18年11月作成の「定員適正化計画」に準拠しています。水道事業では平成１８年度に２名、２０年度に１名の削減数を目標に掲げま
した。また、平成２３年度以降も橋本市集中改革プラン（上水道事業）の職員数を維持します。

給与のあり方については、全般的には国公準拠となるよる見直しは図っていきたいと考えています。

国家公務員制度に準ずる給与構造改革については、平成18年4月1日に給与条例及びその関係規則を改正し、既に実施しているところである。ま
た地域手当については、国公基準（現在２％、平成20年4月から３％に引き上げ、制度を完成させる旨人事院から勧告されている。）を基本に市の
財政状況を考慮しながら、支給率を検討したいと考えている。また、従来の特殊勤務手当の見直しを行い、業務手当、浄水場勤務手当及び技術
手当の廃止の検討を行います。

技能労務職員は数年前から、また今後においても採用（予定）がないため対象となる職員数は減少しつつあるが、適用給料表が国家公務員の行政職（１）表と同等の給料表であ
り、行政職（２）表を適用している国の技能労務職員と比較し、その給料水準はかなり高いものとなっている。また、民間の同等職種との比較においても同様である。
この状況は市の財政圧迫の一要因となっているところでもあるが、技能労務職員の適用給料表の見直しについては、職員団体と交渉及び合意形成の必要もあり、ある程度の期
間を要するものと思われる。
市としては、平成21年4月を目途に見直しできるよう交渉を進めていきたいと考えている。

退職時特別昇給ついては、合併前に廃止している。退職手当の制度については、国家公務員の退職手当法改正を受け平成18年7月から国家公
務員の退職手当制度に準じた退職手当条例により運用している。

職員互助会への公費負担については合併前に制度を見直し、市と職員との折半であった旧制度に比べ、公費負担額を３分の１程度に削減した。
会計を福利厚生事業費と職員互助事業費（給付事業）の２会計に区分し、利厚生事業については、半額を限度として公費負担とし精算が発生し
た場合は公会計に返還することとし、職員互助事業については、全額職員負担としている。



Ⅳ　経営健全化に関する施策（つづき）

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ 財務状況の分析」の「経営課題」に掲げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱに付した

　　　課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　上記に記入した各種施策のうち、当該取組の効果として改善額の算出が可能な項目については、「Ⅴ 繰上償還に伴う経営改革効果」の「年度別目標等」にその改善額を記入すること。

　　　なお、当該改善額が対前年度との比較により算出できない項目（資産売却収入・工事コスト縮減など）については、当該改善額の算出方法も併せて上記各欄に記入すること。

　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。

課題④　一般競争入札の導入により工事コストの削減を図る。また、役務や物品においても入札を推進し経費の削減を図っています。

３　コスト等に見合った適正な料金水準への

引上げ、売却可能資産の処分等による歳入の

確保

○　料金水準が著しく低い団体にあって
は、コスト等に見合った適正な料金水準
への引き上げに向けた取組

項　　　　目

○　経営健全化や財務状況に関する情報
公開

４　経営健全化や財務状況に関する情報公開
の推進と行政評価の導入

○　行政評価の導入

５　その他

　橋本市報、ホームページ等で水道事業の経営実態の情報を積極的に公開し、市民の意見を求めるとともに、市民に応分の負担をしていただく
べく、経営健全化を目指して行政としての説明責任を果たしていきたい。

行政評価の導入について、現在、事務事業評価における試行段階にあるため、今後の本格導入に向けて、関係各課との調整を図り、本市行政
評価システムの構築を行うものとする。また、評価結果の活用方法についても、いわゆる行政資源と呼ばれる「ヒト・モノ・カネ」を効果的かつ効率
的に配分し、活用していくこととする。評価結果の公表については、ホームページや広報等を活用し、透明性の確保、説明責任の向上を図るな
ど、市民の理解と信頼を得られる行政運営に努めるものとする。

課題①　現在、水道料金が地区により異なっており、平成21年4月に水道料金の改定を行い、現行の橋本市道事業及び高野口水道事業の２つの
事業を統合し、一元化することにより、料金の統一や、適正な料金水準への引き上げ等を図っていく。橋本市の料金に統一することで１年２，２２０
万円の収益を見込んでいます。

具　体　的　内　容

健全化計画や財政状況などの情報については逐次、広報やインターネットで公表していくものとし、より透明な行政運営を目指す。

課題④　未使用資産の現況を再調査し、処分可能資産については重点的に近隣地区に働きかけ、地域の自治会長に相談している。なお、平成１
５年度には、旧中継ポンプ場用地を２，４００千円（５８㎡×５５，１７２円－建物撤去工事８００，０００円）隣接地に売却しました。また、旧高野口浄
水場の用地は幼保一元化施設の土地として約１１，０００千円（７２０㎡×１５，０００円）で処分を予定しています。また、隣接地が利用しやすいよう
に設備の撤去や更地化を順次進めていきます。



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果
１　主な課題と取組み及び目標

　注１　上記各項目には、Ⅱで採り上げた経営課題に対応する取組としてⅣに掲げた経営健全化に関する施策のうち、それぞれ各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標等　　※ 次頁以下（１）から（５）までの各事業別様式を参考に、以下の考え方に沿って策定すること。

（各事業共通留意事項）

　１．次頁以下の各事業別様式は、「年度別目標」を策定するに当たって参考となるよう例示的な様式を示したものであり、２に掲げた項目以外は必ずしも全ての項目に記入を要するものではなく、各団体の各事業の

　　状況にあわせて記入可能な項目のみ記入し又は独自の取組に応じた項目を立てて記入することは差し支えないものであること。

　２．各事業別様式は参考例示ではあるが、各様式中の「目標又は実績」欄の項目のうち、職員数、行政管理経費（人件費、物件費、維持補修費等）に該当する項目並びに累積欠損金比率及び企業債現在高は、年度別

　　目標策定に際して必須項目とされているので漏れがないよう留意すること。なお、これらの項目のうち、職員数、行政管理経費については、各団体(事業)の取組状況に応じて、適宜、細分化（例：職員数→職種別

　　に区分、正職員と臨時職員とを分離計上等）することは差し支えないこと。

　３．「目標又は実績」欄の項目中、「職員数」については、前年度との比較によりその増減数を各年度の「増減数」欄に計上するとともに、計画期間中の「増減数」の合計は「計画合計」欄に計上し、計画前５年間

　　の「増減数」の合計は「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　４．「目標又は実績」欄の項目の見直し施策実施に係る「改善額」は、原則として、当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後も継続するものとして、その後の各年度の改善額

　　を計上すること。

　５．４による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目（資産売却益、工事コスト縮減等）については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」

　　欄に計上すること。またその場合の改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に併せて記入すること。

　６．計画期間中に実施した見直し施策に係る「改善額」の合計については「計画合計」欄に計上すること。また、計画前５年間に実施した見直し施策に係る「改善額」の合計については「計画前５年間実績」欄に

　　計上すること。

　７．「改善額　合計」欄及び「計画前５年間改善額　合計」欄には、それぞれの期間に係る人件費（退職手当以外の職員給与費）その他改善額を計上することが可能なものの合計（「計画合計」及び「計画前５年間

　　実績」それぞれの合計）を記入すること。その際、同一項目に係る内訳に相当するもの等を重複計上することのないよう留意すること。

　８．「(参考) 補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５ 繰上償還希望額等」に記入した「旧資金

　　運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　９．以上の他、各事業別様式において、記入を求められている経営指標その他の項目等については各事業別様式の指示（留意事項）に従うこと。

　10．必要に応じて行を追加して記入すること。

　課題②橋本市上水道事業集中改革プランにより、定員管理の適正化を図ることによって、組織・機構の効率化を推進し、職員数の純減を実施していきたい。また、人件費の総
額の削減のために、給与体系を見直し、現行の特殊勤務手当を廃止していきたい。

橋本市集中改革プランにより適正化を図ります。

課　題

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　経営効率化や料金適正化による繰越欠損金の解消等

３　一般会計等からの基準外繰出しの解消等

４　その他

取　組　み　及　び　目　標

課題①未収金の徴収対策の充実を図ります。徴収専門員の福祉施策、年金等の研修を勧め、福祉事務所と定期的に情報交換をして、生活保護者の把握を行い徴収
率の向上に努めています。また、旧高野口町で行われていた低所得の老人世帯や生活保護者の減免制度については合併と同時に廃止をしました。次に旧高野口町
では無料であった、開閉栓手数料４００円を徴収するようになっています。

地域改善事業に伴う償還金の繰出しであり、平成２５年度で解消となります。



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）
２　年度別目標等
（１）水道事業
　　①　年度別目標 （単位：千円、％）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

22％(旧高野口）

1  改善額（料金の適正化）※１ 22,000 22,000 22,000 66,000

1  改 善 額 1,780 1,780 1,880 1,980 2,080 2,080 2,080 10,100

 改 善 額（負担金の確保等）

4  改 善 額（収入増額） 2,400 2,400 11,000 11,000

 改 善 額 320 320 320 320 320 1,600

2

297,067 277,070 235,209 209,293 173,972 166,584 160,000 160,000 160,000 160,000

-1,793 18,204 60,065 85,981 121,302 283,759 7,388 13,972 13,972 13,972 13,972 63,276

154,983 141,894 118,685 103,663 84,898 84,490 81,000 81,000 81,000 81,000

 改 善 額 32 13,121 36,330 51,352 70,117 170,952 408 3,898 3,898 3,898 3,898 16,000

142,084 135,176 116,524 105,630 89,074 82,094 79,000 79,000 79,000 79,000

 改 善 額 -1,825 5,083 23,735 34,629 51,185 112,807 6,980 10,074 10,074 10,074 10,074 47,276

48 48 43 43 35 35 34 34 34 34

0 0 -5 0 -8 -13 0 -1 0 0 0 -1

11,236 10,985 11,118 11,361 10,147 10,000 10,000 9,000 9,000 9,000

 改 善 額（適正化） -64 187 54 -189 1,025 1,013 147 147 1,147 1,147 1,147 3,735

 改 善 額（縮減額）

 改 善 額

50 57 62 67 63 68 65 58 52 46

-5 7 5 5 -4 5 -3 -7 -6 -6

5,974,503 6,154,608 5,955,175 5,667,662 5,221,148 4,241,970 3,919,550 3,702,272 3,575,272 3,448,272

-215,676 180,105 -199,433 -287,513 -446,514 -979,178 -322,420 -217,278 -127,000 -127,000

　注１　「課題」欄については、「１　主な課題と取組み及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。 288,952 155,711

125,053

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。また、会計規模により必要に応じて単位を百万円から千円に変更することも可とするが、「改善額合計」を算出する際の単位誤り、誤計上(重複計上等)がないよう留意すること。

②　経営状況
平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）
（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

 給水人口　　　　　（千人） 6.7 6.7 6.7 6.7 7.0 7.1 7.2 7.2 7.3 7.4

 年間総有収水量　　（千㎥） 7,739 7,579 7,599 7,614 7,544 8,157 8,286 8,469 8,542 8,661

 公称施設能力　　（㎥／日） 38,700 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900 58,900

 １日最大配水量　（㎥／日） 29,502 28,796 30,701 28,249 27,878 32,824 33,202 33,836 33,934 34,262

 最大稼働率　　　　（％） 76.2 48.9 52.1 48.0 47.3 55.7 56.4 57.5 57.6 58.2

 供給単価　　　　（円／㎥） 174.8 175.1 175.2 175.3 175.1 162.1 159.7 159.1 157.8 155.8

 給水原価　　　　（円／㎥） 199.3 197.3 199.1 190.1 184.8 176.8 163.4 159.1 156.9 155.1

③　簡易水道事業の統合に係る基本方針
　注　「統合計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・実施スケジュール、検討の方向性、結論をとりまとめる時期」を具体的に記載すること。

平成１９年度末までに橋本市水道事業基本計画を作成し、具体的事項について決めていきたい。

 増 減 数          (人)

　職員給与費（退職手当）

その他

工事コスト※２

維持管理費等(検針委託料）

　　２　※１「改善額（料金の適正化）」については、「料金改定に伴う料金増収額」を記入すること。
　　　　※２「工事コスト」については、工法の見直し等による建設コストの縮減（建設改良費の抑制は除く。）を記入すること。
　　３　改善額の算出方法については、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に併せて記入すること。

　改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

給与水準

その他（　　　　　）

職員給与費の適正化

職員数             (人)

計画前５年間改善額　合計

一般会計負担金の額

計画合計目標又は実績
計画前５年間

実　績

【経費の削減】

　職員給与費（退職手当以外）

 改 善 額

資産の有効活用

その他（開閉栓手数料）

未収金の徴収対策(減免廃止

料金改定率

課　題

【収入の確保】

企業債現在高

累積欠損金比率

増　減

増　減


